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1　大学図書館を取り巻く状況
日本の大学図書館は、近年高まる一方の「大学改革」に対する圧力の影
響を受ける形で、これまで以上に大きな変化を求められている。その背景
には、1991年の大学設置基準の大綱化や 2004年の国立大学法人化など大
学の自立的経営が求められる中、90年代半ばをピークに 18歳人口が減少
してきたのに伴い（あるいは、にもかかわらず増加した大学数や入学定員、
また進学率上昇の帰結として）「学生の学力低下や質の多様化」が進み、そ
れに対する大学教育の質保証への要請が高まっている、といった点がまず
挙げられる2。また、苛酷なグローバル競争の中で日本国内の経済状況の低
迷が続き、従来に増して大学の学術研究成果の社会的還元が強く求められ
ているという状況もあるだろう。
大学図書館が直面する課題としては、大学総経費の増加に対する図書館
予算（図書館資料費や人件費）の相対的低下、業務が多様化する中でコス
ト削減、人件費削減を目的に進められたアウトソーシング、学術情報の基
盤整備の拡大と共に広がる電子情報源（またその資料費における割合）の
急激な増加と従来の紙媒体情報源に対する予算的限界、それらを起因とす
る図書館の機能不全などがある。これらの問題は、従来通りの「教育研究
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支援機関としての図書館」として受動的な業務遂行に終始していては解決
が困難なものになりつつある。大学側から、ひいては社会からの要請に応
え得る図書館の役割はこれまで以上に高度化していると考えるべきである。
明治大学の場合、財政面では帰属収支差額の支出超過による大幅な予算
削減のために 2014年度の図書館サービスも縮小（開館時間短縮・開館日数
の減少・研究用図書費圧縮など）を余儀なくされ、教員からの反応を中心
に学内でも大きく問題視された。追加予算などにより多少状況は改善され
たものの、予算削減への対応は図書館が取り組むべき喫緊の課題となって
いる。また大学財政の問題に加え、シリアルズ・クライシスと呼ばれる洋
雑誌価格高騰化に起因する図書費と（電子・冊子を含めた）雑誌費（逐次
刊行物費・支払手数料）との不均衡については学術情報流通の構造とも切
り離せない解決に時間のかかる根深い問題である。
さらに、図書館業務のアウトソーシングの拡大と図書館員の専門性や業
務知識の継承の問題については、昨今急速に広がりつつある図書館に対す
る学修支援3の要請と相俟って、より注意深い検討が必要になっている。図
書館が初年次教育やそれに対するフォローアップなどの効果的な学修支援
にどのように取り組めるかは、こうした人材育成のアプローチとも密接に
関係しているといえるからだ 4。
2　図書館の果たすべき役割と支援体制づくり
こうした現状を踏まえた上で、今後大学図書館は自らにどのような役割
が求められているかを見極めながら、その責任を果たしていく必要がある。
特に、教育機関として社会的に有為な人材を輩出し学術研究に資するべき
大学の図書館には、その学修支援サービス機能の発展に大きな期待が寄せ
られている。一方でそれが期待外れに終われば図書館の存在意義が極めて
危うくなる。この 20年余りの間に進展した電子化・ネットワーク化による
学術情報流通の大きな変化は、新たな学習・研究環境を生み出し、図書館
のあり方や図書館員自らの意識も変容させてきた。とはいえ図書館以外の、
例えば教員あるいは他部署の職員の間では実際こうした図書館に関する認
識がどれだけ浸透しているだろうか。「こんなこともできます」「こんなサー
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ビスがあります」といった謳い文句と共に提示される図書館のサービスが
新規なもの・意外なものとして受容され続けるとすれば、そうした状況は
望ましいだろうか。大学図書館が学生にとっていまだに「非日常」的な刺
激を与える周辺的な場所に止まっていることを示してはいないだろうか。
図書館が当たり前に学修に関わる日常的な空間であり機能であるために
は、大学の教育課程の中に図書館がより基盤的な存在として組み込まれて
いく必要がある。また図書館はそのために積極的に動いていかねばならな
い。予算や人員の削減といった困難を抱えながらも、図書館の学修支援機
能の高度化に向けて周辺環境は整いつつある。
「機能としての図書館」の充実という意味で、電子リソースの拡充は日
本でのシリアルズ・クライシス以降大きく進んだのは確かだが、大規模大
学ですら予算の限界を迎えている。危機的状況は図書館だけに止まらず大
学や学術研究全体に関わる問題として広がりつつあり、学術雑誌はビッグ
ディール契約などの購読モデルからオープンアクセス化等が推進されてき
ている。こうした動きを単に経営的問題のみならず、学術研究の問題とし
て研究者と連携する機会と捉え直していくことも可能ではないか。学内の
教員に対し情報共有の場を設定し、電子リソースを含む学術情報流通の状
況から本学でのリソース整備や利用の現状まで説明するような機会を増や
せば、研究者側の理解を深めそのニーズを知ることができ、図書館にとっ
ても問題解決へ向けて大きなメリットとなるはずである。メディアや知財
管理関連部署などと連携を取りながら、大学の研究成果や教育コンテンツ
の公開を進めていくことも機関リポジトリ等の図書館の情報蓄積発信機能
を生かして取り組める事業の一つだろう。
研究と対置される教育だが、そもそも教育は研究から発するとも言われ
る5。多くの大学でラーニング・コモンズやアクティブ・ラーニング関連の
予算や補助金が取得されている状況6などからも、（従来型の教員対象の）教
育支援と切り離された学修支援が現在は主流のようである。しかし必ずし
もそうした方策に限定される必要はない。これまで図書館が実施してきた
情報リテラシー教育のコンテンツや仕組みを教育課程の文脈に置き、教員
側の要望に沿って再構成しその中に埋め込んでいくことで FD活動との連携
や教員との協力体制の強化を図れるのならば、図書館の強みを生かす方法
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にもなるだろう。
上記のような学修支援設備増加の要因としては、近年、静的な「書庫」
「書架」から動的な「学習空間」へ転換させ、教育の質保証のための学修環
境の確保とともに魅力ある「場所としての図書館」の提示が推進されてい
る7ことも大きい。学修支援には施設や備品の再構築だけでなく人的支援が
重要という指摘8は妥当であるが、授業時間以外の学修機会や場所を確保す
るという意味では、物理的整備も不可欠であり人的支援と共に図書館が蓄
積してきた冊子・電子リソースを活用できる空間の創出が望ましい。ただ、
図書館内の改修等の予算措置が取れない場合には人的支援体制の改善を考
えることも可能ではないだろうか。例えば、生田図書館では施設改修予算
もなく、予算削減等によるスタッフ減員のためレファレンスカウンター体
制が 2名から 1名となった。これにより空いたカウンターを利用し学修支
援のための大学院生スタッフの起用につながった。前期中は試行的に実施
し、後期からは定期的にカウンターでサポートスタッフとして検索指導な
どの勤務を担当してもらっている。ただし、継続的な人材確保と育成、学
修支援ノウハウの蓄積、また自然科学系キャンパスにおける図書館の学修
支援機能の明確化など今後の課題も多い。
学科や研究室単位で教員との日常的な連携を基に、研究成果の情報公開
などの研究支援と平行して、研究室に未所属の学生対象の初年次教育等を
支援することが今後一層重要になる。従来図書館が主に担ってきた情報検
索や収集方法の利用指導に限らず、基礎演習などの授業の中で論文作成や
情報の評価・利用に関する理解を助け、レポートや論文執筆へ至る学修活
動全般に対して図書館が関与し支援を行うことが求められるだろう。例え
ば電子化されたコンテンツの著作権に関する知識や、引用と剽窃の区別な
どを含めた学生に対する情報リテラシー教育は、研究不正などを防ぎ研究
倫理に関する問題意識の啓発の一環として図書館も関与しうるのではない
か。
大学教育との有機的な連携の下での支援体制を確立するには、組織内の
情報の共有や活用も不可欠である。学外の図書館業務研修だけでなく、学
内の FD研修をはじめとする様々な教育機会を利用し、図書館内でフィード
バックを行う、その体制を徹底することで図書館員の質の向上を図る。学
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内で実施される研修は、教員や教務関連部署などとの情報交換の機会とし
ても有効であり、図書館への要望の再発見などにもつながりうる。
なお、現在本学図書館で実施している職員研修関連の取組みとしては、
図書館員と教員の合同による「初年次リテラシー教育に関する研修会」、図
書館職員による「図書館 SD研修会」、各事務室単位による「職場研修」等
があるが、こうした研修においては学部教育の概要を知ったり、図書館内
でも問題意識が十分共有されていないトピックなどについて知識を得たり
意見交換や議論を行う機会となっている。今後も、教員や他部署、他大学
の図書館などと連携をとり様々な学修支援関連の研修企画を実施すること
も必要だろう。
3　図書館の積極的なサービス展開へ向けて
図書館が大学にとって存在感のあるサービスを展開していくことが大き
な課題となる。そのためには現状を分析し図書館に対するニーズを把握す
る必要がある。大学の教育研究の現状（例えば初年次教育の取組の状況や
専門課程との関連性など）や、電子リソースを含めた図書館の利用状況を
キャンパス別にまた総合的に把握し、現在の図書館は何を満たしまた何が
不足し求められているか見直した上で、それぞれの条件に適合したサービ
スを検討しなくてはならない。
適切なサービス提供という意味では、業務のマニュアル化に限らず、組
織内で蓄積する情報の共有と職員の問題意識の共通化も進める必要がある。
大学のグランドデザイン・長期ビジョンなどに基づいた中長期的な教育研
究計画に沿って、図書館組織全体として優先的・中核的業務を措定し重点
的に注力していく必要があるからだ。また今後は、これまで蓄積してきた
知識や経験を専ら図書館内の業務効率化に役立てるだけでなく、学内外へ
向けて発信し協働を進める段階にあるともいえる。研究から教育まで幅広
く関与する図書館の特性上、日常的な関係の中で教員や関連他部署、例え
ば、教務関係はもとより、メディア・研究知財・学生支援／相談・就職キャ
リア・国際教育などの多様な部署と関わる機会は少なくない。図書館に対
する「クレーム」や「問い合わせ」への対応や、定例的な「会議」・「連絡会」
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などの機会も、情報共有や情報提供の場として可能な限り活用すべきだろ
う。日常的な関係を蓄積しない限り図書館に何らかの解決案や対応策があ
るという学内での期待や評価を定着させることは難しい。複数部署が関与
するプロジェクトや計画が生じた際に相互の意思疎通をスムーズに取るた
めにもこうした関係構築は欠かせない。
まずは図書館内で、図書館組織が大学にとってどのような存在になるべ
きかという使命・目的意識を共有し、さらに図書館が把握する情報や経験
を学内外に対し積極的に提供し、大学の教育研究へ向けて連携を図りなが
ら支援や提案を行う中で、図書館が関わる様々な関係者（教員や学生、関
連部署、他機関など）のいわば結節点のような存在になっていくことを図
書館員は目指す必要があるだろう。
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